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である。検討する判例は、 1．平成26年 6 月20日東京地裁判決、 2．平成
27年 5 月25日東京地裁判決、 3．平成27年 6 月 1 日東京地裁判決、 4．平













（ 3）　被告Ｙ会社の平成18年 5 月31日当時の発行済株式総数は1900株であ
り、その内訳は、H 株式会社が620株、D 5 が320株、原告 X 1 及び原告
X 3 が各200株、D 8 、D 7 、K株式会社、D11及び D10が各100株、D 6 が
60株であった。その後、原告X 4が平成18年 7 月、被告会社の取締役に就
任した。D 9 は、平成20年 7 月 8 日、被告会社の代表取締役に就任してい
た。




























































　反訴は、被告が、原告X 1及び原告X 2（以下「原告X 1ら」という。）





した役員報酬相当額（原告 X 1 について920万円、原告 X 2 について460万
円）の支払を求める事案である。





































































　C氏とその妻D氏の長男である E氏は、平成24年 4 月、被告Y会社に




　そして、平成26年 2 月20日の Y会社第57期定時株主総会において、代






























































4 東京地方裁判所平成27年 6 月23日判決（平成25年（ワ）第25637号）
　（LEX/DB: 25530421）
事実の概要










設置会社であり、設立時の取締役は代表取締役である Z 2 の 1 人であった
が、平成23年 1 月 1 日に原告 X及び Z 3 が取締役に就任し、平成24年 1












（ 4）　被告 Y会社は、原告 Xに対し、平成23年 1 月 1 日から同年12月分
（平成24年 1 月支給分）まで前記（ 3）の月額53万円の取締役報酬を支給し


















　 8 月 4 日の役員会議において、原告 Y会社の報酬のみを減額すること
































































































































































































































































































































































平成27年 6 月 1 日判決」は、退職慰労金規定が設けられた会社において、
規定上の対応として代表取締役が取締役会に提案し、株主総会の議案とし
て退任取締役に対する退職慰労金支給提案を上程しているが、提案者であ
る代表取締役側の反対多数で否決されている。対立する取締役の追い出し
に際して、支配権を持つ側の厳しい対応が垣間見えるが、一般に裁判所
は、報酬支給が株主総会の決議事項である以上やむを得ないとする。
　小規模閉鎖会社における支配権を巡る紛争は、結果として排除される側
に対してきわめて厳しい結果となる。排除される側のその後の経済的保証
はきわめて不十分であると云わざるをえない。排除される側に対して株主
総会決議がなされていないことを奇貨として約束された報酬や退職慰労金
は支給されないことも少なくない。また、いわゆる「名ばかり取締役」の
存在も報酬・退職慰労金の問題に陰を落としている。実質的には従業員と
しての実態にも関わらす取締役の肩書きを持ち、結果として、従業員とし
ての保証の得られないことも少なくない。対立する取締役の追い出しに際
して、会社法に対応は不十分と云わざるをえない。
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